
JP 6514847 B2 2019.5.15

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信回線を介して映像機器及び情報端末と接続するサーバの機器及び端末紐付け方法で
あって、
　前記映像機器と情報端末との間で初めてセカンドスクリーンサービスの利用を開始する
ときは、
　　前記映像機器から、登録ＩＤと、当該映像機器を特定する情報である機器ＩＤと、当
該映像機器と接続する通信機器のアドレス情報とを取得し、
　　前記情報端末から、登録ＩＤと、当該情報端末を特定する情報である端末ＩＤと、当
該情報端末と接続する通信機器のアドレス情報とを取得し、
　　前記映像機器からの登録ＩＤと情報端末からの登録ＩＤとが等しく、かつ前記映像機
器からのアドレス情報と情報端末からのアドレス情報とが等しい、機器ＩＤと端末ＩＤと
を紐付けし、
　前記情報端末との間で実行されるセカンドスクリーン動作では、
　前記情報端末からの端末ＩＤを指定したセカンドスクリーン情報の要求に対して、当該
端末ＩＤに過去に紐付けられたセカンドスクリーン対応可能な全ての機器ＩＤを前記情報
端末に送信し、
　前記情報端末から選択された機器ＩＤを受信し、
　選択された機器ＩＤに対応する映像機器が表示する内容に関する情報を前記情報端末に
送信する
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　機器及び端末紐付け方法。
【請求項２】
　前記登録ＩＤは、前記映像機器が生成する、請求項１に記載の機器及び端末紐付け方法
。
【請求項３】
　前記登録ＩＤは、前記サーバが前記映像機器からの要求に応じて生成し、前記映像機器
に送信される、請求項１に記載の機器及び端末紐付け方法。
【請求項４】
　前記通信機器のアドレス情報は、ルータのグローバルＩＰアドレス、またはＭＡＣアド
レスである、請求項２または３に記載の機器及び端末紐付け方法。
【請求項５】
　前記サーバは、前記紐付け後において前記機器ＩＤと端末ＩＤとを記憶装置に保存し、
前記登録ＩＤとアドレス情報とを保存しない、請求項２または３に記載の機器及び端末紐
付け方法。
【請求項６】
　前記サーバは、前記映像機器から機器ＩＤと、視聴されている番組のチャンネルを特定
するチャンネル情報を取得して、取得した前記機器ＩＤとチャンネル情報との最新の組み
合わせを記憶装置に保存する、請求項２または３に記載の機器及び端末紐付け方法。
【請求項７】
　機器及び端末紐付けを実行するプログラムであって、
　通信回線を介して映像機器及び情報端末と接続するサーバに搭載されるコンピュータに
、
　前記映像機器と情報端末との間で初めてセカンドスクリーンサービスの利用を開始する
ときは、
　　前記映像機器から、登録ＩＤと、当該映像機器を特定する情報である機器ＩＤと、当
該映像機器と接続する通信機器のアドレス情報とを取得するステップ、
　　前記情報端末から、登録ＩＤと、当該情報端末を特定する情報である端末ＩＤと、当
該情報端末と接続する通信機器のアドレス情報とを取得するステップ、
　　前記映像機器からの登録ＩＤと情報端末からの登録ＩＤとが等しく、かつ前記映像機
器からのアドレス情報と情報端末からのアドレス情報とが等しい、機器ＩＤと端末ＩＤと
を紐付けするステップ、
を実行させ、
　前記情報端末との間で実行されるセカンドスクリーン動作では、
　前記情報端末からの端末ＩＤを指定したセカンドスクリーン情報の要求に対して、当該
端末ＩＤに過去に紐付けられたセカンドスクリーン対応可能な全ての機器ＩＤを前記情報
端末に送信するステップ、
　前記情報端末から選択された機器ＩＤを受信するステップ、
　選択された機器ＩＤに対応する映像機器が表示する内容に関する情報を前記情報端末に
送信するステップ
を実行させるための、プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機器及び端末紐付け方法およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、テレビで放送番組を視聴しながら手元のスマートフォン等のモバイル端末にテレ
ビ放送番組に関連するコンテンツを提供する、いわゆる、セカンドスクリーン技術に関連
したものとして、例えば以下の技術が知られている。
【０００３】
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　特許文献１には、ユーザが所持するモバイル端末と、該モバイル端末と紐付けされる（
関連して対応付けられる）テレビ等の機器と、インターネットのネットワーク上に設けた
サーバとを備え、テレビ等の機器の識別情報、機器が設置してある住所情報、該住所情報
に基づく位置情報の情報とをサーバに保持し、モバイル端末の位置情報検出部によって検
出した位置情報をサーバに送出し、該サーバに登録してある機器のうち、位置情報が一致
する機器を候補機器として特定することで紐付けを容易に行うシステムおよび方法が開示
されている。
【０００４】
　この方法によれば、機器を設置してある住所情報から位置情報にサーバで変換するので
、機器がＧＰＳ等のポジショニングユニットを備えていなくても位置情報を登録すること
ができる。
【０００５】
　一方、特許文献２にはＩＰ通信網に接続したＩＰＴＶ受信装置のマルチキャスト通信の
状態変化を検出し、ＩＰＴＶ受信装置とメッセージ表示装置との端末間イベントを同期さ
せる端末間イベント同期装置および方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－８０４８２号公報
【特許文献２】特開２０１１－２５９３８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、住所情報を位置情報に変換しているので
、集合住宅やオフィスビルでは同一の住所情報に多数の機器が登録されている可能性があ
る。そのような場合には他の家庭やオフィスの機器が紐付け候補として表示され、ユーザ
が紐付すべき機器を選択する過程で複数の操作が必要となるという問題がある。
【０００８】
　また、サーバは候補機器から機器状態の情報を取得し、その状態に応じた操作コマンド
を生成することでユーザが操作可能な位置にある機器であることを確認し、他人宅の機器
の不正利用を回避している。しかし、集合住宅などに設置された多数の機器には同じ機器
状態のものが同時に複数存在する可能性もあり、他人宅の機器への不正制御を防止するこ
とができないという課題がある。
【０００９】
　さらに、特許文献１に記載の技術では、機器のアドレス情報がユニークであることを前
提としているが、ネットワークにおいては光配線方式やＶＤＳＬ方式やＬＡＮ配線方式な
ど複数の方式が混在し、特に集合住宅やオフィスビル等で利用されているＬＡＮ配線方式
ではグローバルＩＰアドレスが必ずしも家庭や会社毎にユニークなものが割り当てられず
、このような場合の紐付方法については開示がない。
【００１０】
　特許文献２に記載の技術は、ＩＰＴＶ受信装置を前提としたものであり、通常のＴＶ受
信装置では利用できず、またＩＰＴＶ受信装置とメッセージ表示装置との紐付けについて
は開示がない。
【００１１】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、映像機器で受信している情
報と関連した情報を情報端末に表示させるための、映像機器と情報端末との紐付けを確実
に実行することのできる機器及び端末紐付け方法及びプログラムを提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
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　本発明の一態様は、通信回線を介して映像機器及び情報端末と接続するサーバの機器及
び端末紐付け方法であって、前記映像機器と情報端末との間で初めてセカンドスクリーン
サービスの利用を開始するときは、前記映像機器から、登録ＩＤと、当該映像機器を特定
する情報である機器ＩＤと、当該映像機器と接続する通信機器のアドレス情報とを取得し
、前記情報端末から、登録ＩＤと、当該情報端末を特定する情報である端末ＩＤと、当該
情報端末と接続する通信機器のアドレス情報とを取得し、前記映像機器からの登録ＩＤと
情報端末からの登録ＩＤとが等しく、かつ前記映像機器からのアドレス情報と情報端末か
らのアドレス情報とが等しい、機器ＩＤと端末ＩＤとを紐付けし、前記情報端末との間で
実行されるセカンドスクリーン動作では、前記情報端末からの端末ＩＤを指定したセカン
ドスクリーン情報の要求に対して、当該端末ＩＤに過去に紐付けられたセカンドスクリー
ン対応可能な全ての機器ＩＤを前記情報端末に送信し、前記情報端末から選択された機器
ＩＤを受信し、選択された機器ＩＤに対応する映像機器が表示する内容に関する情報を前
記情報端末に送信する機器及び端末紐付け方法である。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１の実施の形態に係る紐付け方法が適用される機器及び端末の連携システムの
構成を示す図である。
【図２】第１の実施の形態における機器情報ファイルの内容を示す図である。
【図３】第１の実施の形態における端末情報ファイルの内容を示す図である。
【図４】第１の実施の形態における紐付情報ファイルの内容を示す図である。
【図５】第１の実施の形態におけるＣＨ情報ファイルの内容を示す図である。
【図６】第１の実施の形態の紐付け登録動作における映像機器の処理手順を示すフロー図
である。
【図７】第１の実施の形態の紐付け登録動作におけるサーバの処理手順を示すフロー図で
ある。
【図８】第１の実施の形態の紐付け登録動作における情報端末の処理手順を示すフロー図
である。
【図９】第１の実施の形態の紐付け登録動作におけるサーバの処理手順を示すフロー図で
ある。
【図１０】第１の実施の形態のＣＨ情報更新動作における映像機器及びサーバの処理手順
を示すフロー図である。
【図１１】第１の実施の形態のセカンドスクリーン動作における情報端末及びサーバの処
理手順を示すフロー図である。
【図１２】第２の実施の形態に係る紐付け方法が適用される機器及び端末の連携システム
の構成を示す図である。
【図１３】第２の実施の形態の紐付け登録動作における映像機器及びサーバの処理手順を
示すフロー図である。
【図１４】機器及び端末の紐付けを実施する際に利用する光配線方式によるネットワーク
構成例を説明するための図である。
【図１５】機器及び端末の紐付けを実施する際に利用するＶＤＳＬ方式によるネットワー
ク構成例を説明するための図である。
【図１６】機器及び端末の紐付けを実施する際に利用するＬＡＮ配線方式によるネットワ
ーク構成例を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施形態に係る機器同士の紐付け方法について図面を参照して詳細に説
明する。
【００１５】
　　[第１の実施の形態]
　図１は、第１の実施の形態に係る紐付け方法が適用される機器及び端末の連携システム
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の構成を示す図である。
【００１６】
　機器及び端末の連携システムは、ネットワークなどの通信回線５０に接続される映像機
器１０、情報端末２０、サーバ３０、及び通信機器であるルータ４０を備えている。なお
、図１では説明の簡略のために、映像機器１０、情報端末２０、サーバ３０、及びルータ
４０はそれぞれ一台を備えた構成を記載しているが、実際の機器及び端末の連携システム
では、通信回線５０には、これらの装置が複数台接続される。
【００１７】
　映像機器１０は、データ放送やＨＴＭＬコンテンツを受信し表示することのできる機能
を備えた装置であり、例えば、デジタルテレビ、ＰＣ（パーソナルコンピュータ）、カー
ナビなどが該当する。
【００１８】
　情報端末２０は、映像機器１０が表示する番組に関連した情報をサーバ３０より取得し
て表示することのできる機能を備えた装置であり、例えば、スマートフォン、タブレット
端末、モバイルＰＣなどが該当する。情報端末２０は、セカンドスクリーンサービス等、
機器及び端末の連携システムを利用する者が所有する。
【００１９】
　サーバ３０は、映像機器１０と情報端末２０とを紐付け（対応付け）するとともに、映
像機器１０が表示する番組に関連した情報を外部システム（不図示）から取得して情報端
末２０に提供する。サーバ３０は、セカンドスクリーンサービス等、機器及び端末の連携
システムを利用したサービスを運営する事業者等が所有する。
【００２０】
　ルータ４０は、通信回線５０と映像機器１０、情報端末２０との間でデータを中継する
通信機器である。通信回線５０と映像機器１０、情報端末２０との間は有線に限られず無
線（例えば、Ｗｉｆｉ）によって接続しても良い。通信回線５０は、広く情報の送受信に
用いられる経路のことで、導電線、光ファイバなどの有線を用いた通信に限られず、光、
音波、電波などを用いた無線通信も含まれる。
【００２１】
　映像機器１０は、処理装置１１及び表示装置１２を備えている。処理装置１１には、登
録ＩＤ生成部１３、登録ＩＤ表示部１４、送信部１５、及び制御部１６が設けられている
。登録ＩＤ生成部１３は、登録ＩＤ（後述する）を生成する。登録ＩＤ表示部１４は、生
成した登録ＩＤを表示装置１２に表示する。送信部１５は、映像機器１０が表示している
番組のチャンネル情報などをサーバ３０に送信する。制御部１６は、放送波を受信して表
示装置１２に表示するとともに、処理装置１１の各部の動作を統括して制御する。
【００２２】
　情報端末２０は、処理装置２１及び入出力装置２２を備えている。入出力装置２２は、
情報端末２０への操作入力データを取得すると共に、情報端末２０からの出力情報を表示
する。処理装置２１には、登録ＩＤ入力部２３、番組情報取得部２４、番組情報表示部２
５、送受信部２６、及び制御部２７が設けられている。登録ＩＤ入力部２３は、映像機器
１０に表示される登録ＩＤを取得する。番組情報取得部２４は、サーバ３０から映像機器
１０に表示されている番組に関する番組情報を取得する。番組情報表示部２５は、取得し
た番組情報を入出力装置に表示する。送受信部２６は、サーバ３０との間で通信により情
報を授受する。制御部２７は、処理装置２１の各部の動作を統括して制御する。
【００２３】
　サーバ３０は、処理装置３１及び記憶装置３２を備えている。処理装置３１には、機器
情報保存部３３、端末情報保存部３４、紐付処理部３５、紐付情報保存部３６、及び制御
部３７が設けられている。機器情報保存部３３は、映像機器１０から送信される情報を保
存する。端末情報保存部３４は、情報端末２０から送信される情報を保存する。紐付処理
部３５は、映像機器１０と情報端末２０とを紐付ける処理を実行する。紐付情報保存部３
６は、紐付けられた映像機器１０と情報端末２０との情報を保存する。制御部３７は、映
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像機器１０、情報端末２０との間での情報の送受信を制御するとともに、処理装置３１の
各部の動作を統括して制御する。
【００２４】
　記憶装置３２には、機器情報ファイル６１、端末情報ファイル６２、紐付情報ファイル
６３、ＣＨ（チャンネル）情報ファイル６４が格納されている。なお、これらの各種ファ
イルはデータベース化されたものでも良い。
【００２５】
　図２は、第１の実施の形態における機器情報ファイル６１の内容を示す図である。
【００２６】
　機器情報ファイル６１には、「機器ＩＤ」、「グローバルＩＰアドレス」、「登録ＩＤ
」、「ＣＨ（チャンネル）情報」が含まれている。「機器ＩＤ」は、映像機器１０を一意
に識別できる（特定できる）情報である。「グローバルＩＰアドレス」は、映像機器１０
が情報を送信したネットワークのグローバルＩＰアドレス（以下、適宜「ＧＩＰ」という
。）である。「登録ＩＤ」は、映像機器１０が生成した識別情報である。「ＣＨ情報」は
、映像機器１０が表示している番組のチャンネル番号を含む情報である。
【００２７】
　図３は、第１の実施の形態における端末情報ファイル６２の内容を示す図である。
【００２８】
　端末情報ファイル６２には、「端末ＩＤ」、「グローバルＩＰアドレス」、「登録ＩＤ
」が含まれている。「端末ＩＤ」は、情報端末２０を一意に識別できる（特定できる）情
報である。「グローバルＩＰアドレス」は、情報端末２０が情報をサーバ３０に送信した
際にサーバ３０と情報端末２０との間のネットワーク上のルータ４０のグローバルＩＰア
ドレスである。「登録ＩＤ」は、映像機器１０が生成した識別情報である。
【００２９】
　図４は、第１の実施の形態における紐付情報ファイル６３の内容を示す図である。
【００３０】
　図４（ａ）に示す紐付情報ファイル６３には、「機器ＩＤ」、「端末ＩＤ」が含まれて
いる。「機器ＩＤ」は、映像機器１０を特定できる情報である。「端末ＩＤ」は、情報端
末２０を特定できる情報である。なお、図４（ｂ）に示すように「機器ＩＤ」、「端末Ｉ
Ｄ」に加え「ステータス」の情報を含めても良い。この場合「ステータス」は、この映像
機器１０と情報端末２０の組み合わせによるセカンドスクリーンサービスが実行中か否か
を表す情報である。なお、以下には、紐付情報ファイル６３は図４（ｂ）に示す構成であ
るとして説明する。
【００３１】
　図５は、第１の実施の形態におけるＣＨ情報ファイル６４の内容を示す図である。
【００３２】
　ＣＨ情報ファイル６４には、「機器ＩＤ」、「ＣＨ情報」が含まれている。「機器ＩＤ
」は、映像機器１０を特定できる情報である。「ＣＨ情報」は、映像機器１０が表示して
いる番組のチャンネル番号を含む情報である。
【００３３】
　ここで、機器及び端末の連携システムが機能するためには、上述のように映像機器１０
は、データ放送を受信し表示できることが必要である。
【００３４】
　テレビ番組の他にデータ放送を利用し提供する形態には様々のものがある。例えば、放
送されている番組と連動してデータ放送を行う番組連動データ放送、番組を視聴するユー
ザが番組内で行われているクイズ等に参加することを可能にする双方向通信、天気予報や
株価の表示等の独立データ放送などがある。それらデータ放送はＢＭＬ（Broadcast Mark
up Language）、ＨＴＭＬ（Hyper Text Markup Language）などによって作成されたデー
タをデジタルテレビに搭載されたブラウザに表示することで実現されている。
【００３５】
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　通常、データ放送のコンテンツは、ＢＭＬとスクリプト（ＥＣＭＡＳｃｒｉｐｔ等）に
よって構成される。スクリプトによって映像機器側で動的なコンテンツを作成し、また映
像機器から放送局へデータを伝達する機能を持ち、双方向通信を行うことなどが可能であ
る。さらに、データ放送にスクリプトを組み込んでおき、ネットワークに接続したデジタ
ルテレビが受信したスクリプトを実行することで所望の処理を実行することができる。例
えば、スクリプトを実行して乱数を生成することも、デジタルテレビにおけるＢ－ＣＡＳ
情報等の機器固有の情報を特定することもできる。また、ＨＴＭＬで作成されるコンテン
ツは、一般社団法人ＩＰＴＶフォーラムで仕様が策定されている技術仕様に準拠すること
で、ＢＭＬと同等の情報を得ることが可能である。
【００３６】
　したがって、ネットワークに接続したテレビであれば、スクリプトを用いてテレビなど
の機器に関する情報を、セカンドスクリーンサービスを提供する事業者のサーバに向けて
送信することが可能である。
【００３７】
　続いて、第１の実施の形態における機器及び端末の連携システムの動作について、[紐
付け登録動作]、[ＣＨ情報更新動作]、[セカンドスクリーン動作]に分けて説明する。
【００３８】
　　[紐付け登録動作]
　図６は、第１の実施の形態の紐付け登録動作における映像機器１０の処理手順を示すフ
ロー図である。
【００３９】
　ユーザは、初めてセカンドスクリーンサービスの利用を希望する映像機器１０に対して
、この映像機器１０が表示装置１２に番組を表示している状態において紐付け登録操作を
実行する。ステップＳ０１において、ユーザは映像機器１０に設けられた紐付け登録ボタ
ンを操作する。この紐付け登録ボタンは、映像機器１０で実行されるＢＭＬやＨＴＭＬの
コンテンツ中の一部として表示されていても良く、或いは映像機器１０の本体や映像機器
１０の操作リモコンに設けられていても良い。
【００４０】
　ステップＳ０２において、登録ＩＤ生成部１３は、放送局より受信したデータ放送用デ
ータやＢＭＬ、ＨＴＭＬに組み込まれたスクリプトを実行して登録ＩＤを生成する。ここ
で、登録ＩＤは、数字または英字の組み合わせで構成されるユニークな文字列である。例
えば、登録ＩＤ生成部１３は、乱数を用いて登録ＩＤを生成する。
【００４１】
　そして、ステップＳ０３において、登録ＩＤ表示部１４は、生成した登録ＩＤを表示装
置１２に表示する。なお登録ＩＤ表示部１４は、生成した文字列をそのまま表示しても良
く、また例えばＱＲコード（登録商標）の形態で表示装置１２に表示しても良い。
【００４２】
　ステップＳ０４において、制御部１６は、ＣＨ（チャンネル）情報を取得する。ここで
ＣＨ情報は視聴しているチャンネルを特定する情報であり、日本のいずれの地域でセカン
ドスクリーンサービスを利用するかによらず、ユニークにチャンネルを特定することがで
きる。ＣＨ情報としては、例えばネットワークＩＤ、トランスポートＩＤ、及びサービス
ＩＤを用いることができる。なお、このＣＨ情報には放送している番組を特定する情報、
番組の放送時間帯などを含めることができる。
【００４３】
　ステップＳ０５において、制御部１６は、機器ＩＤを取得する。ここで機器ＩＤは、映
像機器１０を一意に識別することのできる情報であり、例えば、Ｂ－ＣＡＳカード番号、
ＭＡＣアドレス、シリアルＩＤなどを用いることができる。またこの機器ＩＤと共に、「
リビングのＴＶ」、「寝室のＴＶ」などユーザが映像機器１０を識別できるための付帯情
報を送信データに含めることができる。ステップＳ０６において、送信部１５は、登録Ｉ
Ｄ、ＣＨ情報、及び機器ＩＤをサーバ３０に送信する。
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【００４４】
　図７は、第１の実施の形態の紐付け登録動作におけるサーバ３０の処理手順を示すフロ
ー図である。
【００４５】
　ステップＳ１１において、映像機器１０より紐付け登録動作に関する登録ＩＤなどの情
報が送信されたときは、制御部３７は、映像機器１０から送信された登録ＩＤと機器ＩＤ
とＣＨ情報と、からなる機器データを受信する。ステップＳ１２において、制御部３７は
、機器データを受信する際に、映像機器１０が機器データをサーバ３０に送信した際に用
いたルータのグローバルＩＰアドレス（ＧＩＰ）を特定する。
【００４６】
　ここで、グローバルＩＰアドレスは、インターネットに接続された機器に一意に割り当
てられたＩＰアドレスである。但し、全ての機器にグローバルＩＰアドレスが割り当てら
れるのではなく、現在ではＬＡＮ内の機器には一定範囲のプライベートＩＰアドレスが割
り当てられ、ＬＡＮとＷＡＮとを接続する機器（例えば、ルータ）にのみグローバルＩＰ
アドレスが割り当てられている。なお、グローバルＩＰアドレスが割り当てられる詳細の
態様については後述する。
【００４７】
　ステップＳ１３において、機器情報保存部３３は、機器ＩＤ、グローバルＩＰアドレス
、登録ＩＤ、ＣＨ情報を、図２に示す機器情報ファイル６１に保存する。
【００４８】
　このサーバ３０の動作と並行して、ユーザは、情報端末２０からセカンドスクリーンサ
ービスを利用するための操作を実行する。
【００４９】
　図８は、第１の実施の形態の紐付け登録動作における情報端末２０の処理手順を示すフ
ロー図である。
【００５０】
　ステップＳ２１において、ユーザは情報端末２０に対してセカンドスクリーンの紐付け
登録動作を実行させるためのアプリケーションを起動する。
【００５１】
　ステップＳ２２において、ユーザは表示装置１２に表示されている登録ＩＤの文字列を
入出力装置２２から入力する。登録ＩＤ入力部２３は、入力された登録ＩＤを取得する。
なお、ユーザは情報端末２０の撮像機能を用いて表示装置１２に表示されているＱＲコー
ド（登録商標）を撮影し、登録ＩＤ入力部２３が、ＱＲコード（登録商標）から登録ＩＤ
を自動で取得しても良い。
【００５２】
　ステップＳ２３において、制御部２７は、端末ＩＤを取得する。ここで端末ＩＤは、情
報端末２０を一意に識別することのできる情報であり、例えば、電話番号、メールアドレ
ス、ＭＡＣアドレス、シリアルＩＤなどを用いることができる。ステップＳ２４において
、送受信部２６は、登録ＩＤ、及び端末ＩＤをサーバ３０に送信する。
【００５３】
　図９は、第１の実施の形態の紐付け登録動作におけるサーバ３０の処理手順を示すフロ
ー図である。
【００５４】
　ステップＳ３１において、情報端末２０より紐付け登録動作に関する情報が送信された
ときは、制御部３７は、情報端末２０から送信された登録ＩＤと端末ＩＤと、からなる端
末データを受信する。ステップＳ３２において、制御部３７は、端末データを受信する際
に、情報端末２０が端末データを送信した際に用いたルータのグローバルＩＰアドレスを
特定する。
【００５５】
　ステップＳ３３において、端末情報保存部３４は、端末ＩＤ、グローバルＩＰアドレス
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、登録ＩＤを、図３に示す端末情報ファイル６２に保存する。
【００５６】
　ステップＳ３４において、紐付処理部３５は受信したグローバルＩＰアドレスと登録Ｉ
Ｄと同じ情報が機器情報ファイル６１にあるかどうかを検索して調べる。
【００５７】
　受信したグローバルＩＰアドレスと登録ＩＤと同じ情報が機器情報ファイル２に無い（
ステップＳ３５でＮＯ）場合は、対応する映像機器１０が存在しないため、本処理を終了
する。なお、この場合、対応する映像機器１０が存在しないとのエラー情報を情報端末２
０に返信しても良い。
【００５８】
　受信したグローバルＩＰアドレスと登録ＩＤと同じ情報が機器情報ファイル２に有る（
ステップＳ３５でＹＥＳ）場合は、ステップＳ３６において、紐付情報保存部３６は、同
一のグローバルＩＰアドレスと登録ＩＤとをもつ機器ＩＤと端末ＩＤとを対応付けて図４
に示す紐付情報ファイル６３に保存する。そして、対応する「ステータス」に１（＝この
映像機器１０と情報端末２０の組み合わせによるセカンドスクリーンサービスを実行中で
ある）を設定する。なお、すでに同じ機器ＩＤと端末ＩＤとの組み合わせが紐付情報ファ
イル６３に存在しているときは、新たなデータでオーバレイする。
【００５９】
　ステップＳ３７において、紐付情報保存部３６は、機器ＩＤとＣＨ情報とを対応付けて
ＣＨ情報ファイル６４に保存する。なお、すでに同じ機器ＩＤがＣＨ情報ファイル６４に
存在しているときは、新たなデータでオーバレイする。
【００６０】
　ステップＳ３８において、制御部３７は、機器情報ファイル６１及び端末情報ファイル
６２の該当データ（機器ＩＤ、グローバルＩＰアドレス、登録ＩＤ、ＣＨ情報、及び端末
ＩＤ）を消去する。
【００６１】
　以上説明した紐付け登録動作によって、映像機器１０と情報端末２０とがグローバルＩ
Ｐアドレス及び登録ＩＤを仲立ちとして紐付けされ、セカンドスクリーンサービスを利用
するための初期状態を整えることができた。
【００６２】
　　[ＣＨ情報更新動作]　
　映像機器１０は、セカンドスクリーンサービスが有効に機能するように所定のタイミン
グでＣＨ情報をサーバ３０に送信する。この動作をＣＨ情報更新動作という。
【００６３】
　図１０は、第１の実施の形態のＣＨ情報更新動作における映像機器１０及びサーバ３０
の処理手順を示すフロー図である。
【００６４】
　ステップＳ４１において、映像機器１０は所定のタイミングであるかどうかを調べる。
ここで所定のタイミングとは、ＣＨ情報が変更されるタイミングや一定時間毎の周期的な
タイミングであり、例えば、（１）映像機器１０の電源がＯＮされたとき、（２）映像機
器１０の電源がオフされたとき、（３）映像機器１０のチャンネルが切り替えられたとき
、（４）ＣＭ（コマーシャル）放送になったとき、（５）ＣＭ放送が終わったとき、（６
）放送局からの指定時（放送波のスクリプトを実行したとき）、（７）映像機器１０の電
源ＯＮから一定時間が経過したとき、などが該当する。
【００６５】
　所定のタイミングでないとき（Ｓ４１でＮＯ）は、所定のタイミングまで待機する。
【００６６】
　所定のタイミングであるとき（Ｓ４１でＹＥＳ）は、ステップＳ４２において制御部１
６は、新たなＣＨ情報と機器ＩＤとをサーバ３０に送信する。そして、次の所定のタイミ
ングまで待機する。
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【００６７】
　サーバ３０では、新たなＣＨ情報と機器ＩＤとを受信すると、ステップＳ４５において
制御部３７は、ＣＨ情報ファイル６４を検索して送信された機器ＩＤが登録されているか
どうかを調べる。
【００６８】
　ＣＨ情報ファイル６４に送信された機器ＩＤが登録されていない場合（Ｓ４５でＮＯ）
、制御部３７は、本処理を終了する。
【００６９】
　ＣＨ情報ファイル６４に送信された機器ＩＤが登録されている場合（Ｓ４５でＹＥＳ）
、制御部３７は、機器ＩＤに対応するＣＨ情報を送信されたデータに更新する。
【００７０】
　なお、上記処理手順のバリエーションとして、ステップＳ４２において映像機器１０が
ＣＨ情報を送信するのは、紐付け登録動作が行われた以降（紐付け登録ボタンが操作され
た以降）のタイミングとしても良い。
【００７１】
　　[セカンドスクリーン動作]　
　情報端末２０は、サーバ３０との間でセカンドスクリーンに関する情報を受信するため
に信号の授受を実行する。この動作をセカンドスクリーン動作という。
【００７２】
　図１１は、第１の実施の形態のセカンドスクリーン動作における情報端末２０及びサー
バ３０の処理手順を示すフロー図である。
【００７３】
　ステップＳ５１において、ユーザは、情報端末２０の入出力装置２２を操作して、セカ
ンドスクリーンアプリケーションプログラムを起動し、セカンドスクリーンサービスを要
求する。ステップＳ５２において、制御部２７はサービス要求信号に端末ＩＤを設定して
サーバ３０に送信する。
【００７４】
　ステップＳ５３において、サーバの制御部３７は紐付情報ファイル６３を検索して、送
信された端末ＩＤと紐付けられた機器ＩＤを抽出する。ここで抽出される機器ＩＤは、１
つに限られず、過去に紐付された機器ＩＤが全て抽出される。即ち、制御部３７は、セカ
ンドスクリーン対応可能な機器ＩＤを抽出する。そして、その機器ＩＤを端末に送信する
。なお、このとき機器ＩＤとともに付帯情報として、表示しているチャンネル番号、ある
いは特別な名称（例えば、「リビングのＴＶ」、「寝室のＴＶ」など）が送信される。
【００７５】
　ステップＳ５４において、情報端末２０の制御部２７は、送信された機器ＩＤを入出力
装置２２に表示して、ユーザに選択を促す。ユーザの利便性を考慮して、機器ＩＤに対応
して上述の付帯情報も表示される。ユーザがこの付帯情報を参照するなどして機器ＩＤを
選択すると、ステップＳ５５において、制御部２７は、選択された機器ＩＤをサーバ３０
に送信する。
【００７６】
　ステップＳ５６において、サーバ３０の制御部３７は紐付情報ファイル６３を検索して
、選択された機器ＩＤと端末ＩＤとの組み合わせを特定し、対応するステータスに情報（
セカンドスクリーンサービスの機能をサービス中）を設定する。
【００７７】
　一方、ステップＳ６０において、ユーザは所望のタイミングでセカンドスクリーン情報
の要求を入出力装置２２に設定する。情報端末２０の制御部２７は、セカンドスクリーン
情報の要求と端末ＩＤとをサーバ３０に送信する。
【００７８】
　ステップＳ６１において、サーバ３０の制御部３７は情報端末２０に送信するセカンド
スクリーン情報を取得する。例えば、制御部３７は、視聴しているチャンネルの放送局と
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通信を行って情報（例えば、番組に付随する映像、アーカイブ映像、ツイッタの情報など
）を取得する。そして、取得したセカンドスクリーン情報を情報端末２０に送信する。
【００７９】
　ステップＳ６２において、情報端末２０の制御部２７は、セカンドスクリーン情報を入
出力装置２２に表示する。ステップＳ６３において、ユーザはセカンドスクリーンサービ
スの利用を終了するかどうかを判断する。
【００８０】
　セカンドスクリーンサービスの利用を継続する場合（Ｓ６３でＮＯ）、ステップＳ６０
において、ユーザは所望のタイミングでセカンドスクリーン情報の要求を入出力装置２２
に設定する。情報端末２０の制御部２７は、セカンドスクリーン情報の要求と端末ＩＤと
をサーバ３０に送信する。この後は、上述のステップＳ６１～Ｓ６３の処理が繰り返して
実行される。
【００８１】
　セカンドスクリーンサービスの利用を終了する場合（Ｓ６３でＹＥＳ）、ステップＳ６
４において、ユーザがアプリケーションプログラムを終了すると、情報端末２０の制御部
２７は、終了情報と端末ＩＤとをサーバ３０に送信する。
【００８２】
　ステップＳ６５において、サーバ３０の制御部３７はセカンドスクリーンサービスの終
了処理を実行する。即ち、制御部３７は紐付情報ファイル６３を検索して、該当する端末
ＩＤのステータスに終了情報（セカンドスクリーンサービスを終了）を設定する。
【００８３】
　以上説明したように第１の実施の形態においては、映像機器１０と情報端末２０とをサ
ーバ３０で紐付けて管理する。そして、情報端末２０からサーバ３０にあるＣＨ情報を参
照すれば、ユーザが現在視聴している番組が何チャンネルの番組かを特定することができ
るため、ユーザは情報端末２０のアプリケーションを介して現在視聴中の番組に関連する
情報を取得することができる。
【００８４】
　　[第２の実施の形態]
　第２の実施の形態では、サーバが登録ＩＤを生成するように構成している点で第１の実
施の形態と異なっている。第１の実施の形態と同一あるいは同様の機能を奏する部位には
同一の符号を付してその詳細の説明は省略する。
【００８５】
　図１２は、第２の実施の形態に係る紐付け方法が適用される機器及び端末の連携システ
ムの構成を示す図である。
【００８６】
　第２の実施の形態では、映像機器１０の処理装置１１に設けられていた登録ＩＤ生成部
１３に代えて登録ＩＤ取得部１７が設けられている点、サーバ３０の処理装置３１に登録
ＩＤ生成部３８及び登録ＩＤ送信部３９が新たに設けられている点が、第１の実施の形態
と異なっている。
【００８７】
　図１３は、第２の実施の形態の紐付け登録動作における映像機器１０及びサーバ３０の
処理手順を示すフロー図である。
【００８８】
　ユーザは、初めてセカンドスクリーンサービスの利用を希望する映像機器１０に対して
、この映像機器１０が表示装置１２に番組を表示している状態において紐付け登録操作を
実行する。ステップＳ６１において、ユーザは映像機器１０に設けられた紐付け登録ボタ
ンを操作する。この紐付け登録ボタンは、映像機器１０で実行されるＢＭＬやＨＴＭＬの
コンテンツ中の一部として表示されていても良く、或いは映像機器１０の本体や映像機器
１０の操作リモコンに設けられていても良い。ステップＳ６２において、送信部１５は登
録ＩＤの要求をサーバ３０に送信する。
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【００８９】
　ステップＳ６３において、サーバ３０の登録ＩＤ生成部３８は、登録ＩＤを生成する。
ここで、登録ＩＤは、数字または英字の組み合わせで構成されるユニークな文字列である
。例えば、登録ＩＤ生成部３８は、乱数を用いて登録ＩＤを生成する。ステップＳ６４に
おいて、登録ＩＤ送信部３９は生成した登録ＩＤを映像機器１０に送信する。
【００９０】
　ステップＳ６５において、登録ＩＤ表示部１４は、サーバ３０から受信した登録ＩＤを
表示装置１２に表示する。なお登録ＩＤ表示部１４は、生成した文字列をそのまま表示し
ても良く、また例えばＱＲコード（登録商標）の形態で表示装置１２に表示しても良い。
ステップＳ６６において、制御部１６は、ＣＨ（チャンネル）情報を取得する。ステップ
Ｓ６７において、制御部１６は、機器ＩＤを取得する。ここで機器ＩＤは、映像機器１０
を一意に識別することのできる情報である。またこの機器ＩＤと共に、「リビングのＴＶ
」、「寝室のＴＶ」などユーザが映像機器１０を識別できるための付帯情報を送信データ
に含めることができる。ステップＳ６８において、送信部１５は、登録ＩＤ、ＣＨ情報、
及び機器ＩＤをサーバ３０に送信する。
【００９１】
　これ以降の紐付け登録動作、ＣＨ情報更新動作、セカンドスクリーン動作については、
第１の実施の形態と同様であるためその詳細の説明は省略する。
【００９２】
　第２の実施の形態によれば、個々の映像機器１０が個別に登録ＩＤを生成するのではな
く、サーバ３０が単独で登録ＩＤを生成するため、同じ登録ＩＤが重複して生成されるこ
とを防止することができる。
【００９３】
　以上説明した各実施の形態に記載した紐付方法では、[発明が解決しようとする課題]で
述べたように、ネットワークにおいては光配線方式やＶＤＳＬ方式やＬＡＮ配線方式など
複数の方式が混在し、特に集合住宅やオフィスビル等で利用されているＬＡＮ配線方式で
はグローバルＩＰアドレスが必ずしも家庭や会社毎にユニークなものが割り当てられない
との課題を解決することができる。
【００９４】
　図１４は、機器及び端末の紐付けを実施する際に利用する光配線方式によるネットワー
ク構成例を説明するための図である。図１４では、サーバ３０からＡさん宅、Ｂさん宅ま
での通信経路を示すと共に、各家庭内での映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）との
機器及び端末紐付けに関する登録状態を表している。
【００９５】
　光配線方式では、サーバ３０との通信は、通信回線５０、ＩＳＰ（Internet Service P
rovider）６０、回線終端装置（６１ａ、６１ｂ）、ルータＡ、Ｂ（４０ａ、４０ｂ）を
介して行われる。ここで、図１４に示すルータＡ、Ｂ（４０ａ、４０ｂ）のＩＰアドレス
、ＭＡＣアドレス、ＧＩＰアドレスを比較すると、各家庭にグローバルＩＰアドレスが割
り当てられていることがわかる。
【００９６】
　また、登録ＩＤを参照することにより映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）との紐
付け状態を把握することができる。即ち、Ａさん宅では、テレビＡとスマホＡ、Ｂとが紐
付けられ、テレビＢとスマホＡ、Ｃとが紐付けられている。Ｂさん宅では、テレビＣとス
マホＤ、Ｅとが紐付けられ、テレビＤとスマホＤ、Ｅとが紐付けられている。
【００９７】
　図１５は、機器及び端末の紐付けを実施する際に利用するＶＤＳＬ方式によるネットワ
ーク構成例を説明するための図である。図１５では、サーバ３０からＣさん宅、Ｄさん宅
までの通信経路を示すと共に、各家庭内での映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）と
の機器及び端末紐付けに関する登録状態を表している。
【００９８】
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　ＶＤＳＬ方式では、サーバ３０との通信は、通信回線５０、ＩＳＰ（Internet Service
 Provider）６０、回線終端装置７１、ＶＤＳＬ集合装置７２、ルータＣ、Ｄ（４０ｃ、
４０ｄ）を介して行われる。ここで、図１５に示すルータＣ、Ｄ（４０ｃ、４０ｄ）のＩ
Ｐアドレス、ＭＡＣアドレス、ＧＩＰアドレスを比較すると、各家庭にグローバルＩＰア
ドレスが割り当てられていることがわかる。
【００９９】
　また、登録ＩＤを参照することにより映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）との紐
付け状態を把握することができる。即ち、Ｃさん宅では、テレビＥとスマホＧ、Ｈとが紐
付けられ、テレビＦとスマホＧ、Ｉとが紐付けられている。Ｄさん宅では、テレビＧとス
マホＪ、Ｋとが紐付けられ、テレビＨとスマホＪ、Ｌとが紐付けられている。
【０１００】
　図１６は、機器及び端末の紐付けを実施する際に利用するＬＡＮ配線方式によるネット
ワーク構成例を説明するための図である。図１６では、サーバ３０からＥさん宅、Ｆさん
宅までの通信経路を示すと共に、各家庭内での映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）
との機器及び端末紐付けに関する登録状態を表している。
【０１０１】
　ＬＡＮ配線方式では、サーバ３０との通信は、通信回線５０、ＩＳＰ（Internet Servi
ce Provider）６０、回線終端装置７１、ルータＥ（４０ｅ）を介して行われる。図１６
に示すように、回線の設置方法によってはマンションやアパート単位でグローバルＩＰア
ドレスが割り振られ、家庭単位では割り振られない可能性がある。
【０１０２】
　また、登録ＩＤを参照することにより映像機器（テレビ）と情報端末（スマホ）との紐
付け状態を把握することができる。即ち、Ｅさん宅では、テレビＩとスマホＭ、Ｎとが紐
付けられ、テレビＪとスマホＭ、Ｏとが紐付けられている。Ｆさん宅では、テレビＫとス
マホＰ、Ｑとが紐付けられ、テレビＬとスマホＰ、Ｒとが紐付けられている。
【０１０３】
　このように、回線の配線方式によってはアパートなどの集合住宅単位でグローバルＩＰ
アドレスが割り当てられる可能性がある。また、ＩＳＰによっては、複数の家庭に同じグ
ローバルＩＰアドレスが割り当てられる可能性がある。さらに、ＩＳＰから払い出される
グローバルＩＰアドレスが固定的に割り当てられ変わらないという保証は無い。
【０１０４】
　本願では各実施の形態において述べた以下の対応を図ることで、確実な映像機器１０と
情報端末２０との紐付けを実現している。
【０１０５】
（１）紐付けを実施するタイミングを特別に設けている。即ち、「登録ＩＤ」を発番する
タイミングを設け、このタイミングにおいて、映像機器１０と情報端末２０とが使用する
グローバルＩＰアドレスを一致させている。
【０１０６】
（２）「グローバルＩＰアドレス＋登録ＩＤ」の組み合わせを使用することで、回線の配
線方式によらず映像機器１０と情報端末２０とのマッチングが一意に特定できるようにし
ている。
【０１０７】
（３）マッチング完了後は、グローバルＩＰアドレス、登録ＩＤは使用せず、機器ＩＤと
端末ＩＤをキーワードとして機器及び端末紐付け処理を実行する。
【０１０８】
　　[実施の形態の効果]
　以上説明した各実施の形態に記載した紐付方法は次のような効果を奏することができる
。
【０１０９】
　集合住宅やオフィスビルのような同一の住所に対して多数の映像機器１０が存在してい
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るような場合であっても、ＧＩＰとデータ放送画面に表示された登録ＩＤによって、映像
機器１０と情報端末２０との紐付けを行うため、他の映像機器１０や情報端末２０と紐付
けられてしまうといったことがない。
【０１１０】
　さらに、登録ＩＤはユーザが視聴しているデジタルテレビで発生させた乱数を用いてい
るので、集合住宅のように同一のＧＩＰが割り当てられた映像機器１０が複数存在する場
合であっても登録ＩＤが重複する可能性は極めて低い。
【０１１１】
　また、映像機器１０と情報端末２０との紐付けが行われた後は、当該映像機器１０と情
報端末２０との紐付けを再度行う必要が無い。したがって、ユーザがセカンドスクリーン
サービスを利用する際の利便性を向上させることができる。
【０１１２】
　なお、本発明で用いるＧＩＰは、サーバ上で映像機器１０と情報端末２０との紐付けを
行う時に用いるものである。そのためＧＩＰでなくとも同一の空間において、同時期に近
接していることがわかるものであれば良い。例えば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）の
ペアリング時に作成されるリンクキーやＷｉ－ＦｉルータにおけるＢＳＳＩＤ等をＧＩＰ
に代えて用いることもできる。それらを用いてサーバにおいて紐付けを行うことで、本発
明と同様の効果を得ることができる。
【０１１３】
　また、本実施の形態で説明している情報端末２０については、携帯電話に限定されず、
ネットワークに接続可能かつ、情報端末２０そのものにユニークな番号を持つものであれ
ば良い。例えば、ＭＡＣアドレスやシリアルナンバーを持つＰＣ等が該当する。
【０１１４】
　なお、上述の実施の形態では、映像機器及び情報端末とサーバとを接続するルータのグ
ローバルＩＰアドレスをマッチングの情報として使用したが、グローバルＩＰアドレスに
代えてＭＡＣアドレスあるいはＩＰアドレスを用いても良いことは図１４～図１６の記載
から明らかである。したがって、本願の技術思想は、ルータに割り振られたアドレス情報
（グローバルＩＰアドレス、ＭＡＣアドレス、リンクキーなど）と登録ＩＤとを介して映
像機器１０と情報端末２０との紐付けを行うと解釈することができる。また、ルータのア
ドレス情報に限らず、映像機器及び情報端末とサーバとを接続する際に利用する通信機器
、すなわち、情報の出処を特定することができる機器等のアドレス情報であっても良い。
【０１１５】
　更に上述の実施の形態では映像機器の情報にリンクした他の情報を情報端末に提供する
、所謂、セカンドスクリーンサービスを利用する場合を例に挙げて説明したが、映像機器
と情報端末との連携としては、視聴率の収集に情報端末での操作を利用したり、視聴履歴
から推測される嗜好を用いた広告配信を情報端末に提供したり、或いは視聴状況に応じて
特定の番組やジャンルに関するソーシャルネットワークサービスを情報端末に提供したり
する場合に利用することができる。
【０１１６】
　上述のいくつかの実施形態は、例として提示したものであり、発明の範囲を限定するこ
とは意図していない。これら新規な実施形態は、その他の様々な形態で実施されることが
可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き換え、変更を行うことが
できる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求
の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。
【０１１７】
　なお、上述の実施の形態で説明した各機能は、ハードウエアを用いて構成しても良く、
また、ソフトウエアを用いて各機能を記載したプログラムをコンピュータに読み込ませて
実現しても良い。また、各機能は、適宜ソフトウエア、ハードウエアのいずれかを選択し
て構成するものであっても良い。
【０１１８】



(15) JP 6514847 B2 2019.5.15

10

　上記実施形態に開示されている複数の構成要素の適宜な組み合せにより種々の発明を形
成できる。例えば、実施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよ
い。更に、異なる実施形態に亘る構成要素を適宜組み合せてもよい。
【符号の説明】
【０１１９】
　１０…映像機器、１１…処理装置、１２…表示装置、１３…ＩＤ生成部、１４…ＩＤ表
示部、１５…送信部、１６…制御部、１７…ＩＤ取得部、２０…情報端末、２１…処理装
置、２２…入出力装置、２３…ＩＤ入力部、２４…番組情報取得部、２５…番組情報表示
部、２６…送受信部、２７…制御部、３０…サーバ、３１…処理装置、３２…記憶装置、
３３…機器情報保存部、３４…端末情報保存部、３５…紐付処理部、３６…紐付情報保存
部、３７…制御部、３８…ＩＤ生成部、３９…ＩＤ送信部、４０…ルータ、５０…通信回
線、６１…機器情報ファイル、６２…端末情報ファイル、６３…紐付情報ファイル、６４
…ＣＨ情報ファイル。
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